












































者階級と労働者はどうすべきか。左翼的組合を解散させてその指導者を迫害し、労働者の権利、特にスト権を廃止するという苛烈な手法をとる以外に何をすべきか。 」というのも、 「社会的正義」を促進し、最も貧しいものの境遇を改善して く必要性を提起す ものもおれば、完全に保守的な政策を求め、最も豊かな層の利益の防衛といった単純な政策を要求するものもいたからである 言い換えれば、後者は共和国以前の労働者の今日中へ 回帰や一層の締め付けという政策を要求して 。
こうした不透明さは、すでに内戦中にあるいは終戦直後の一九三九年にクリアになっていた。Ⅰ．
〔第一の国家の形態に関する問題〕政府を発足させる前に、フランコとその側近―側近の中でも飛び抜けて












際、ドイツやイタリアの場合と異なりスペイン は政党が決して全権を持たず、国家権限を縮小させるものでなかった。ファシズム政党のリーダー （ヒトラーやムッソリーニがやったように）ファシズム政党のトップとして権力の座を「獲得する」ことができなかった。正反対に、フランコは、い ん権力を握ると、大元帥と国家元首となり、単一政党を設立して、既存 主要二政党を乗っ取った。しかし、単一政党 作っ も全権を与える でもなければ、党 理念や綱領を国家の理念や政策に転換することもしなかった。そうでなく、 だ単に、党を権威主義連合の構成要素 つに組み込み、権力のひとかけら、一部を与え 決 て権力全部を与えなかった。
つまり、フランコ派のスペインでは、ナチス・ドイツやファッショ・イタリアと異なり、政党が政府に優位に立











の権力基盤を確保するためであった。フランコは、彼自身にふさわしい権力基盤を、内戦前、そして内戦初期の九ヶ月に、持っていなかったので、 （ホセ・アントニオ・プリモ・デ・リベーラが一九三六年十一月に共和派支配地域で共和派に銃殺されたため）ファランヘがカリスマ的な指導者を失ったことに乗じて、彼自身の政党を作ったのである。ホセ・アントニオ・プリモ・デ・リベーラは確かにファシズム指導者であり、国家の征服を狙 ていた。しかし、 〔内戦前〕彼の政党はひ弱であり、国家権力を獲得でき かった。そして、内戦時フランコ派占領地域で勢力を拡大したときには 今度はホセ・アントニオ・プリモ・デ・リベーラ が党の先頭 立てず アリカンテで投獄されて、そして程なく銃殺された。
第一の問題である国家の形態に関する議論をまとめると次のようになる。フランコは、権力に到達したときも内戦が終結する きも王政が復活することを望んでいなかった。それがアル
フォンソ派の王制であっ も カルロス のそれであっても。そして、カトリックの組合主義モデルも導入する気もなかった。そこ 、単一政党国家を選択した。彼の決定の基礎には 長期にわたって権力を維持し、 の めの改革を行なう決意が存在した。もし王政復古を受け入れてい ならば、彼の権力の維持は、国王が亡命先から帰るまでという有効期限がついてい だろう。
Ⅱ．二つ目の問題点〔どういう経済政策を採用すべきか〕は、同盟国である二つのファシズム体制が導入してい
たモデル（ただし両者の成果には差 ある）に傾斜 た。それは自給自足 策であり、国家介入主義が強かった。
三八八
その第一の目標は、スペインの経済的自給を達成するために、輸入の急激な削減を実現することだった。そのた
めには、戦略的な産業の形成を促し、基礎的生産物の生産と分配への介入によって、フランコ派の指導者たちが考えていた国民への食糧供給を確保することが必要であった。輸出入は国家の許可制にすることにより管理された。原料の輸出入 可能な限り制限されなければならなかった。その意図は次のようなことである。フランコ派によれば、イギリスやフランス どの民主国家は、こ 一〇〇年来、スペインに富をもたらすはずのスペインの主要な天然資源を簒奪し、それを使うことによって作り出した彼 の製品を 人に売りつけていた。そういった「軛から脱すること」が必要である。今やそれらすべてが変わるのだと、フランコ派は唱えた。さら ナチ と ァシストという同盟国の援助を期待していた。
しかしながら、これらの単細胞的な考え方は、国民生活に重大な被害を招く結果となり、国民は身をもって苦し












年まで政治的理由によって二七万人が投獄されていたこと、そして約十六万人が亡命していたことを考慮に入れよう。内戦によって引き起こされた破壊は、国内生産のインフラを毀損し、食料、サービス、工業製品の深刻な不足をもたらした。鉄道網も相当部分が破壊され 道路、港湾、商船の四分の一などが破壊された。金融の状況も困難を極め、金準備も失われた。このスタート時点の現実に対し 経済政策の選択肢は二つだった。つまり、小麦、工業設備、石油・石炭の輸入と国の再建のために、イギリスやフランス、アメリカの金融市場に貸し付けや信用供与を求めるか 自給自足と国家介入の政策を採用するかであった。後者が実際に行なわれたが、スタ ト時点の状況を悪化させ、回復を妨げる結果となった。
これらのことのすべての結果は、すでに触れたことである。小麦の生産は、一九三一～三五年の五年平均を一〇
〇とすれば、一九四〇～四五年と一九四五～五〇年に七三に下落した。このことは、深刻な飢餓を引き起こした。工業生産に目を転じれば、一九三五年の 七・九から一九四〇年の八三・九に低下し、ようやく一九四九年に九七・七に達したにすぎない。食料、たばこ、ガソリンの購入 は「配給切符」が導入された。そして、その切符はなんと一九五三年まで廃止さ なかった！
　
その上、これと並行して、農民に課せられた国家機関への農作物の販




の十年は、二十世紀の最初の三十年に遂げられた経済発展を中断した。例を挙げると、農業従事者人口が拡大（一九三〇年四六％、一九四九年四九％）する一方で、工業従事者人口が減少した。こうして「 化」が生じた。もっとも、農村部での状況も悲惨であり、大都市部への人口流出が生じた。大都市部では乞食の数が増えた。国家は、軍需産業や基幹産業を中心として産業の発展を促し、工業の独立を達成しようと たが、それには海外の原料やエネルギー、技術の輸入が不可欠であったが、それらの資源はドイツもイタリアも必要量を供給してくれなかった。この二国との経済関係が優先されたので、こ 二国に対してスペインは大きな負債を負っ
Ⅳ．西側諸国に信用供与も借款も要請しないというフランコ体制の選択は、明らかにそのイデオロギーから帰結








一日から拡大した。その日は、スペイン内戦の終結から僅か五ヶ月後であった。そして、ドイツがフランスを打ち破り、イタリアが戦争に加わった一九四〇年の五月と六月には、さらにその投下資本が拡大した。ヨーロッパ戦線の速やかな終結が予想されたとき、フランコは、参 する条件として、ヒトラーに経済・軍事上の援助と、特に重要なことに敗戦国フランスの植民地 譲渡を求めた。一九四〇年の六月と十一 の間、スペインは、上記の代償を獲得しよう 目論んだが、ヒトラーの拒絶に遭い、スペイン自身が〔参戦の〕申し出を撤回し この点は、本日の報告の主題でないが 多くの方の興味を引く点であろうから、本日の研究会で望まれるならば、お話しをしようと思う。ともあれ、明白な点は、ドイツから 供給を受けなければ スペインが基礎的資源、特に石炭・石油 手に入れるために西側諸国に牛耳られることだっ
言い換えれば、西側連合国を軽蔑してきた高慢なスペインが、実は自国の生き残りのためにそれらの国を必要と




イツとイタリアの友好関係からフランコを切り離し 連合国側に引きつけようと目論ん いた。一九四〇年四一年段階ではずいぶんナイーブな政策であったが、アレクサンダー・Ｗ・ウェッデル大使はその実現を図 て失敗した。そうこうしているうち 供給量は、イギリスが求めていた量に達した。スペインの体制が生き残るに充分な量であった。ただし、連合側に対する戦争に踏み切るに 不十分な量であった。
しかし、パール・ハーバーの直前から、合衆国は独自の政策を構想し始めた。もはやその戦略目標はスペインの







薬が仕込まれた砲弾のこと。その砲弾の外装部分のうち先端は、戦車の装甲を打ち抜くために特に強い強度が求められた〕 。合衆国とイギリスの望みは、ドイツがタングステンを入手する を妨げることであった。そのためにドイツと激しく物資を争ったのであるが、そのことによりそ 鉱物の価格は天文学的数字で上昇し 。タングステン買い占めは、大戦中に中立国で行なわれた連合国のいわゆる「予防的買い付け」のうち最も重要なものであった。
事態はこのように進んだが、それでは「フランコ派の自給自足の夢はどこに行ったのか。 」スペインがアメリカ
の石油製品を喉か 手が出るほど渇望し、カタルーニャ 繊維工場のための木綿が不可欠であり、さらに他にも輸入が必要な生産物がある限り、自給自足の夢は遙か彼方であった。実際は 代わり、タングステンの取引は巨大に昇り、鉱山主と国家に多大の利益を与えた。最も先に述べた窮乏状態を補うも とならなかったが。
そしてもちろんフランコにとって状況が悪化し続けた。戦況が合衆国に有利に傾き始めたため、すでに一九四三




国の要求に譲歩した。このために 第二次大戦の終結に際し、連合国はフランコ体制を終焉させなかった（亡命ていたスペイン共和派つまり反フランコ派のスペイン人多くががっかりした。というのもドイツに対するフランスのレジスタンス運動に参加していたのに裏切られたからである） 。確かに 衆国は一九四五年にスペインが新たな国際連合に加盟することを認めず、一九四六年には結局マドリードから大使を引き上げた。しかし、それ以上 何も行なわなかった。
数年後、一九四八年から四九年にかけて、アメリカ軍はローズベルトの後継大統領トルーマンに圧力をかけて、
スペインにアメリカの軍事基地を建設できるようにフランコとの関係を改善させた そこで始まった変化は、一九五三年のアメリカ合衆国―スペイ の防衛協定の調印 至った。ただしそのときの大統領はアイゼンハワーになっていたが。もっと 、そういう事態は でに全く異なった世界での話であった。一九四五年の連合国はも や相互に敵対的になっており、世界中でいわゆる「冷戦」が始ま ていた。
そのような変化の結果、スペインの経済政策、詳しく言えば文字通り経済的崩壊の瀬戸際にあったスペインの経
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謝申し上げます。同じく、私たちを歓迎してくれたセルバンテス文化センターの所長のご親切に感謝申し上げます。今宵皆様の前でお話しできるのは私にとって大変な名誉であり、皆様が退屈なさらないようにしたいと思います。もっとも職業的な歴史家というのは「果樹園のアレグリア」 〔サルスエラの名作の題名。親の決めた結婚よりも愛が勝つという主題を扱った。 〕などと 正反対なもので、退屈きわまりない人種です。
本題に入る前に、大仰なタイトルにもかかわらず、スペイン史の中で生じた「すべての」経済危機について政治








高度成長モデル（ 「第二次産業革命」 ）の実効性がそろそろ尽きようとしていたことに加え、 「大戦争」 （第一次世界大戦）がヨーロッパの交戦国を大きく揺るがせたこと、そして、一九二九年のアメリカの株式市場の「大暴落」が、アメリカ合衆国経済とアメリカからの融資に多かれ少なかれ依存していたヨーロッパ諸国の経済 計り知れない影響を与えたこと あげられます。これ ことが同時に起きたために勃発し 恐慌は他に類のないものでしたので、「大恐慌」と呼ばれるようになりました。その特徴は、生産と流通の指標の急激な下落と失業の大幅な増加でした。もちろん国によってその規模は異なります。たとえばドイツは失業が最も増加 た国の一つで、失業率が生産人口の三三パーセントに達しました。
スペインに限って言えば、国際金融システムへの、そしてより一般的に言えば国際貿易への統合度が比較的低か













選挙綱領は最初の二年間の改革の停止や、緩和や逆転でした。それに続く一九三六年選挙は、改めて一九三一年の共和主義政党と左翼 連合が拡大再生産されて勝利しました。左翼は、その頃には改革を続けるだけでなく、それをより徹底させようと目論んでいたのです。こ らの政権交代がも らす共和制時代のスペインの動揺は政治にとどまりません。そこで、もう一つの動揺、つまり社会的な動揺を検討 ましょう。
というのも、共和制は、短期間であったにもかかわらずいろいろな課題に取り組む必要があったからです。たと




的にも大農場を占拠し、新政府が始める改革を先取りし、その改革を拡大解釈しました。こういったことは、当然、強引に権力の座から再び引き下ろされて敵対的になっていた右翼 反発 押し切って進められました。左翼の方もますます過激になっていったのです。結局、一九三六年春に、スペインの政治的な雰囲気は隅々までとげとげしくなり、暗殺や暴力行為が横行しま た。そういう犯罪を行 う犯人は 共和制の打倒を目指す極右（そのなかにファシストもいた） も、革命直前の急進化過程にあった社会主義者・共産主義者 若者にもいま た。
経済危機が波及したのは、そういった状況においてであり、逆に、経済危機がその状況を悪化させたのでした。
もともと慢性的な甚だしい問題を抱え たセクター（アンダルシアやエストレマドゥーラ 農業労働者の状況がその例です。何十万もの土地を持たない労働者が季節によって長期間失業していまし ）も、そしてそうでなかった他のセクターも、生産や流通の下落 打撃を受けました。労働者の賃金アップや労働条件の改善は、雇用者には負担でした。
一九三六年に左翼が権力を取り戻したことは、体制を維持しながらも民主主義を骨抜きにする改革を目指した右









起こった です。内戦が勃発し 後、改革派の勢力が左翼のずっと過激な勢力に圧倒されて フランコ側と同じように野蛮な弾圧が横行し、それ 並行 て 命も勃発したのです。農村では、もはや 地の占拠でなく一部の地域で集団化まで行なわれま た。同じように もっと 工業化 進んでいたカタルーニャのような工業地帯では工場が占拠されています。こういったことを背景に て、反教権 、反所有、反右翼の暴力行為が展開され、民主主義と共和制の海外におけるイメージ は はだ く損なわれました。
これまでの議論をまとめると、 九三〇年代の経済危機は、もともと貧富の格差が大きいスペイン経済の状況を


























ートが一つの階級と把握されている〕と呼ばれる人々の特権に対抗する です。そういっ 汚職は、政党、特に政府与党を蝕んでい す。また、スペインの主要な労働組合にまで及んでいます。しかも、大銀行や企業も無関係でありません。というのは、それら銀行や企業が、非合法的な融資を通じて、政権党との結びつきを強めており、現在進行している政治の信頼失墜を助長し からです
共和制時代に起きたこと（そのとき共和制は、右翼勢力、極右勢力、そしてその逆 左翼勢力からも、批判され、




るものの、現在行なわれ 制度、つまり彼ら少数政党に不利で二大政党を優遇する選挙法を疑問視しています。さらに、そ 綱領においては、 「市民権」と「市井の市民」への直接の訴えを繰り返し それら少数政党の例として 「同盟、進歩、民主主義ＵＰｙＤ」という名の、社会労働党ＰＳＯＥの〔バスク民族主義者に譲歩る〕バスク政策に批判的な元ＰＳＯＥ党員ロサ・ディエス女史が結党した政 があります。この政党は、二〇一一年総選挙で、スペインで四番目 大きな政 となりました。カタルーニャでは、元人民党の活動家アルベルト・リベーラが率いる、やはり反地域ナショナリズム（この場合は反カタルーニャ民族主義）の「市民―市民 党Ciutadans 」が登場しました。両党とも、市民に直接訴え、政治システムに対する流行の批判を繰り返しています。
特に、二大政党の活動、汚職、スペインの政治システムの民主主義が不十分なこと そ てとりわけ、地域ナショナリズムの州政府と地域政党の政策を非難しています。
しかし、新たに登場した政治勢力は「同盟進歩民主主義」や「市民」に限られません。極右から極左まで新たな






































ルーニャは新しい勢力の登場の実験場に るかもしれません。カタルーニャで起きることはスペイン全体での現象になる可能性があります。そして、カタルーニャでは、 政治システムの一層の「イタリア化」つまり議会におけ 政治的分布の重大な断片化が生じ始めてい す。
最後に、現状において、現在の危機の波及と深刻化は別の二つの政治的帰結をもたらしています。第一に、ここ






場を建設、さらに地区を通る自動車道路の車線を削減する計画に住民が大規模な反対運動を起 した事例が挙げられます。これらの計画は、人民党ＰＰが握 市当局との間に「うしろめたい」関係があることで有名な建設業者利益を図ったものと れています。
最後に、経済危機とある意味関係がありますが、それを超えるも に触れましょう。カタルーニャにおける自決









況の関係は、全く異なってお ます。二つの時期 うち前者では 危機でなく、共和制によって取り組まれた改革こそが、革命 脅威と、根本的に所有者階級の側か 変化に対 る抵抗とに結びついて、内戦を引き起こし民主主義の破壊をもたらしました。後者では 現在、危機は民主主義 システムをより深めると う方向での大幅な改革の要求を強めています。多 の人にとって一九七八年憲法の改革＝現代化であり、また、別の一部の人にとっては非常に根本的な改革が目指され います。選挙法の問題や 地域問題、財政問題 果ては王政と う機関さえ対象にあがっています。私は、多くの人が民主主義を強化 る変化を希望しているのだと思います。こ こと 一九三〇年代の状況との根本的な相違で
そこで、事態がこのようになっている点で、そして安定した自由民主主義体制を定着させることができないスペ

























マス教授は、フランコを中心とする軍がスペインのファシズムであるファランヘを体制に組み込んだため、ファシズムが体制の一部、それも中心でない一部を占めるに過ぎなかったと指摘し、フランコ ついてファシズムと捉えず、 「ファシズム化した」体制という用語 当てている。フランコ体制が シズムでないという指摘は、初期の著作から一貫した教授の主張である。もちろん、こういった主張はトマス教授の専売特許 。フアン・リンスが提唱し比較政治学 主要概念の一つとなった「権威主義体制論」は、もともと、 が の一角を占めたに過ぎなかったことの理論であり、他方スタンリー・ペインはフランコ体制の「脱ファシズム化」を指摘している。現在活発に行なわれている実証研究 多くはフランコ体制の構成勢力の多様性 それら相互の力関係の変動をはじめから織り込んでいる。しかし、フランコ体制を ァシズム体制でな と正面 ら論じたトマス教授の著作は多くの歴史家から感情的な攻撃の的となり苦労さ とのこ である。そこ トマス教授が使っている が「ファシズム化した」という形容詞である。この語は、ファシズムに近いという語感を持ち、実際しばしばカトリックや自由主義者がファシストに同化 たことを表現する用語として使用されているが、 の用法の中ではファシズムでないことに力点が置かれている点に注意 なければならない あえ 単純化すれば、トマス教授「ファシズム化した」体制は、 「権威主義体制」であり、 「脱ファシズム化」した体制と同じである。講演の範囲を超えて補足すると、トマス教授 ランヘ論は、個別のリーダーに焦点を当て 、彼らの多様性やその変容を分析する点に特色があり フランコ体制論研究の必読文献と っている。
第一講演の後半部は、第二次大戦までの対米関係を中心とするフランコ体制の対外関係を扱う。第二次大戦とい
う国際関係の危機の時期に、軍事的にも経済的 も小国であるスペインが、アメリカとの外交関係を維持する過程が、アメリカからの石油輸入およびスペイ の唯一の戦略的天然資源であ たタングステン 巡る経済外交と織り
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交ぜながら分析されている。一九五〇年代の冷戦構造を遡及させてフランコ体制と英米政府との間に「反共」イデオロギーに基づく暗黙の同盟が形成されていたという議論が昔からあるが、トマス教授は、フランコ体制と英米の民主主義とのイデオロギー 相違を前提にしつつ、 「現実政治」的視角から生じるイギリスとアメリカ パースペクティブの相違、マドリード駐箚大使と国務省の軋轢などがスペイン外交に交渉の余地を与え、連合国側 枢軸国側に二極化された世界で枢軸国側に位置しながらも、戦時中よりアメリカとの外 関係を継続することに成功し、枢軸国の敗戦後も体制の生き残り戦略が可能と ったと指摘する。国際経済からの自立がそもそも不可能である点を前提にしたトマス教授の所論は、ユ ロ危機下にあ て一見政策選択の余地をトロイカ（ＩＭＦ、ヨーロッパ委員会、ＥＣＢ） 奪われている現代スペインの政治を読み解く上でも有益な示唆が示されている。
第二講演は、三月一八日、東京市ヶ谷のセルバンテス文化センターで開催された一般向けの講演会の原稿である。
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